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研究要旨 

小・中学校と自治体（教育委員会）を対象とした 2 つの調査を行い、COVID-19 感染拡大

下における食への支援を要する子どもに対する小・中学校における支援の実態及び栄養教諭

の配置状況の違いや行政内の連携状況により支援状況の違いがあるかについて記述的に調べ

た。朝食欠食、食への支援を要する児童・生徒への食提供や子ども食堂など実際的な支援は小・

中学校においてほとんど実施されていなかった。支援において栄養教諭設置の有無別、行政内

関連部署との連携別に違いや特徴はみられなかった。現在行われている食育に加えて、栄養教

諭や養護教諭、スクールソーシャルワーカーなど学校内連携をハブとした行政保健・福祉との

連携に基づく子どもの食支援について検討が必要である 

 
Ａ．研究目的 

栄養バランスの偏りや不規則な食事など不適切

な食環境は子どもの心身の健康や発達及び認知機

能[1-5]に悪影響を及ぼす公衆衛生上の喫緊の課題

である。 
先進国においては、低い経済状態の家庭の子ど

もの食事は栄養バランス等の質が低い傾向がある

ことがわかっている。また、COVID-19 感染拡大に

おいて、不適切な食事の世帯有病率は増加し、低い

経済状態の家庭において特に悪化し、子どもの健

康状態に悪影響を及ぼしている[6-8]。 
家庭における適切な食環境が困難な子どもにお

いて、地域社会のおける子どもの食への支援とし

て子ども食堂や学童保育、生活困窮家庭の子ども

への学習支援時の食事提供などがある。しかし、

2019 年以降の COVID-19 感染拡大下では、感染防

止のために子ども食堂の閉鎖、学習支援や学童保

育における食事提供の中止などで子どもはそれら

の支援による食事の確保が困難となった。また、学

校給食は特に食への支援を要する子どもたちにと

って心身の健康保持増進の観点において重要[9]で
あるが、休校期間中は停止となった。 

こうした中で、2021 年に実施した本研究班の質

的研究において、一部の自治体では、教育委員会が

行政内子ども支援部門や福祉部門と連携をとり、

休校時の給食の食材を利活用して学校を軸にした

食支援をすすめる取り組みを行ったり行政福祉部

門と連携して家庭への食材配布等を実施したりし

ていた。また、子ども支援を行う部署が学校と連携

して食材配布を行っている子ども食堂等の情報提

供を行ったりしていた。取り組みにおいて重要と

考えられたのは部門をまたいだ日常的な連携であ

った。また、それらにおいて公立学校における栄養

教諭の関与についても議論となった。 
一方で、COVID-19 感染拡大下で食への支援を

要する子どもに対する公立小・中学校における食

への支援状況の実態、また、行政内の連携状況及び

栄養教諭の配置による支援状況の違いがあるかは

明らかではない。 
本研究の目的は、COVID-19 感染拡大下におけ

る食への支援を要する子どもに対する小・中学校

の食への支援に関する実態及び栄養教諭の配置状

況の違い、行政内の連携状況により、支援状況の違

いがあるかを記述的に調べることである。 
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Ｂ．研究方法 
本研究では、小・中学校（以下、学校調査）と自

治体（教育委員会）（以下、自治体調査）を対象と

した 2 つの調査を行った。 
自治体調査および学校調査はいずれも、2021 年

に実施した「新型コロナウイルス感染症流行によ

る親子の生活と健康への影響に関する実態調査」

の参加者の居住地をもとに、調査対象を選定した。 
（「新型コロナウイルス感染症流行による親子

の生活と健康への影響に関する実態調査」は、住民

基本台帳に基づいて，全国 8 地域（北海道・東北，

関東，北陸甲信越，中部，近畿，中国，四国，九州・

沖縄）の各区分から，無作為に 6 から 7 自治体，

計 50 自治体を抽出し，各自治体から小中学生 3000
名を無作為に抽出した調査研究である） 
具体的には、参加者の居住地の管轄となる 50 自

治体、および参加者の校区にあたる公立小学校 191
校、中学校 189 校に対し、自治体へは 2022 年 7 月

8 日に、各学校へは 2022 年 6 月 22 日に調査票を

郵送し回答を依頼した。 
学校調査の調査では、学級数及び児童・生徒数、

栄養教諭の配置状況、児童・生徒への食支援につい

て朝食欠食及び食支援を要する児童・生徒への対

についてたずねた。また、COVID-19 感染拡大下に

おける対応の実態を把握するために、学校の最高

意思決定者として考えられる校長の集まりである

校長会での議論や対応の状況をたずねた。 
栄養教諭の配置状況は「栄養教諭の配置はあり

ますか。最も貴校に近い状況を１つ選択してくだ

さい」の質問に対して回答選択肢「学校専任で配置

がある」「地域内の複数校で共有しているが、配置

はある」「配置はない」「その他」であった。 児童・

生徒への食支援に関しては「朝食欠食があると教

職員が判断した児童・生徒への対応について、貴校

にあてはまるものを全て選択してください」の質

問に対して「学校内で朝食の提供を実施している」

「学校内で朝食を無料・低額で提供する食堂・団体

を紹介している」「行政福祉部門へ(直接・または教

育委員会を通じて)当該児童・生徒の家庭への支援

を目的に情報提供をしている」「朝食欠食がある児

童・生徒がいることを把握しているが、家庭科や給

食時間における児童・生徒への指導や健康だより

等による全体への周知にとどまっている」「子ども

の朝食欠食についてこれまで問題になったことは

ない」「その他」の回答選択肢、「家庭で適切な食事

の摂取ができていない可能性があると教職員が判

断した児童・生徒への対応について、貴校で実施さ

れているご対応にあてはまるものを全て選択して

ください」の質問に対して「学校外で無料・低額で

食事を提供するこども食堂やフードバンクなどを

紹介している」「行政福祉部門へ(直接・または教育

委員会を通じて)当該児童・生徒の家庭への支援を

目的に情報提供をしている」「家庭で適切な食事の

摂取ができていない可能性がある児童・生徒につ

いて把握しているが、家庭科や給食時間における

児童・生徒への指導や健康だよりによる全体への

周知にとどまっている」「適切な食事が用意できな

い家庭で暮らす児童・生徒への対応について、これ

まで問題になったことはない」「その他」の回答選

択肢であった。 
COVID-19 感染拡大下の対応では、「貴校では

2020 年以降、次のことを実施したご経験はありま

すか。実施されたご対応にあてはまるものを全て

選択してください」の質問に対して「休校や学級閉

鎖時など登校できない際は、オンラインで授業を

提供した」「休校や学級閉鎖時など登校できない際

は、授業時間以外にリアルタイムで児童・生徒同士

や児童・生徒と教師が（オンライン等の方法で）話

す機会を設けた（ホームルームの実施を含む）」「給

食が提供できない日は、弁当の配布や、無料または

低額の昼食の提供先を紹介するなど、児童・生徒の

昼食が担保されるよう具体的施策を講じた（教育

委員会や自治体関連部署との連携した場合を含

む）」「休校や学級閉鎖時に子どもの昼間の居場所

確保のため、学校施設を提供した（体育館や空き教

室など、自治体関連部署との連携によるものを含

む）」「学校が把握した経済困窮家庭について、自治

体関連部署への情報共有や個別事例の相談を行っ

た」「その他」の回答選択肢、「新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）感染拡大のため、多くの学校

では 2020 年 3 月から 5 月に一斉休校となりまし

た。貴校において、休校に伴い不要となった食材に

ついて、どのように対応しましたか。あてはまるも

の全て選択してください」の質問に対して「学校給
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食の食材については、教育委員会が担当しており、

学校として特に対応はしなかった」「やむを得ず廃

棄するしかなかった」「納入業者に返品・売却した」

「納入業者以外（スーパーマーケットなど）へ売却

した」「学校・教育委員会が希望者を募り、学校で

食材を配布した（学校で教員等が配布）」「学校・教

育委員会が希望者を募り、生活困窮支援を行う福

祉部門スタッフが各家庭へ個別に配布した」「（納

入業者等の協力を得て）就学援助世帯へ無償・低額

で配布した」「（納入業者等の協力を得て）子ども食

堂・学習支援施設へ寄付した」「（納入業者等の協力

を得て）福祉施設（保育所（園）・老人福祉施設・

障害福祉施設等）へ寄付した」「（納入業者等の協力

を得て）フードバンクへ寄付した」「不要となった

食材はなかった」「その他」の回答選択肢であった。 
 自治体の調査では、自治体内の学校設置状況、

行政の関連する他部署との連携状況、COVID-19
感染拡大下における校長会での対応についてたず

ねた。 
なお、本研究は個人ではなく学校及び自治体教

育委員会の組織に対して任意の回答を依頼する事

実（実態）調査であり「人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針」において、「個人情

報を取り扱わないもの」「人体から採取された試料

等を用いないもの」などの倫理審査が不要な研究

として定義されるすべての要件を満たしたため倫

理審査は不要であった。 
 

Ｃ．研究結果 
Ⅰ 学校調査 
小学校は 89 校から、中学校は 86 校から回答が

得られた。回答率は 46.1％であった。 
 
１．学級数及び児童・生徒数 
 調査対象小・中学校の学級数及び児童・生徒数

の分布を表 1 に示した。クラス数は各学年ともに

1-3 クラスで全体の 9 割をしめた。平均児童数はい

ずれの学年も 60-70 人、全校生徒数の平均は 390
人であった。 
２，栄養教諭の配置状況 
調査対象の小・中学校の栄養 教諭の配置状況

を表 2 に示した。「学校専任での配置がある」また

は「地域内の複数校で共有しているが、配置はある」

と回答した学校は全体の約 7 割であった。 
 
３，栄養教諭の配置別、朝食欠食児童 
栄養教諭の配置別、朝食欠食児童、生徒への対応

状況を小学校・中学校別に表 3 に示した。 
小学校において「学校内で朝食の提供を実施し

ている」を選択した学校は 2％、「行政福祉部門へ

支援を目的に情報提供をしている」を選択した学

校は 15％といずれも少なかった。また、「朝食欠食

がある児童・生徒がいることを把握しているが、家

庭科や給食時間における児童・生徒への指導や健

康だより等による全体への周知にとどまっている」

は 31％であった。さらに「子どもの朝食欠食につ

いてこれまで問題になったことはない」と回答し

た小学校も全体の 3 割と少なくなかった。 
中学校においても「学校内で朝食の提供を実施

している」は 1％、「行政福祉部門へ(直接・または

教育委員会を通じて)当該児童・生徒の家庭への支

援を目的に情報提供をしている」は 8%と少なかっ

た。また、「朝食欠食がある児童・生徒がいること

を把握しているが、家庭科や給食時間における児

童・生徒への指導や健康だより等による全体への

周知にとどまっている」は 53％であった。「子ども

の朝食欠食についてこれまで問題になったことは

ない」と回答した中学校は小学校よりも多い全体

の 4 割であった。栄養教諭の配置による対応の違

いはなかった。 
 
４，栄養教諭の配置別、食支援を要する児童・生

徒への対応状況 
栄養教諭の配置別、食支援を要する児童・生徒へ

の対応状況を表 4 に示した。 
小学校において食支援を要する児童・生徒へ「学

校外で無料・低額で食事を提供するこども食堂や

フードバンクなどを紹介している」学校は全体の

2％、「行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を

通じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に情

報提供をしている」は全体の 3 割であった。「家庭

で適切な食事の摂取ができていない可能性がある

児童・生徒について把握しているが、家庭科や給食

時間における児童・生徒への指導や健康だよりに

よる全体への周知にとどまっている」は全体の 4 割

であった。「適切な食事が用意できない家庭で暮ら
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す児童・生徒への対応について、これまで問題にな

ったことはない」と回答した学校は全体の 35％と

全体の 3 割をしめた。 
中学校において食支援を要する児童・生徒へ「学

校外で無料・低額で食事を提供するこども食堂や

フードバンクなどを紹介している」学校は全体の

5％、「行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を

通じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に情

報提供をしている」は全体の 2 割であった。「家庭

で適切な食事の摂取ができていない可能性がある

児童・生徒について把握しているが、家庭科や給食

時間における児童・生徒への指導や健康だよりに

よる全体への周知にとどまっている」は全体の 3 割

であった。「適切な食事が用意できない家庭で暮ら

す児童・生徒への対応について、これまで問題にな

ったことはない」と回答した学校は 50％と半数を

しめた。栄養教諭の配置による対応の違いはなか

った。 
 
Ⅱ 自治体（教育委員会）調査 
自治体調査は 32 自治体から回答が得られた。回

答率は 64％であった。 
１，教育委員会(自治体)における行政内関連部署

との連携状況  
教育委員会(自治体)における行政内関連部署と

の連携状況について表 5 に示した。教育委員会が

子ども・青少年への支援を行う部署と情報・意見交

換をする頻度が週に 1 回未満は 56%、週に 1 回以

上は 41％、無回答が 1％と 4 割の自治体が頻回に

情報交換を行っていた。一方で、母子保健業務を行

う部署と情報・意見交換をする頻度が週に 1 回未

満は 72%、週に 1 回以上は 19％、無回答が 9％、

生活困窮者・生活保護者への支援を行う部署等と

情報・意見交換をする頻度が週に1回未満は81%、

週に 1 回以上は 13％、無回答が 2％と、情報・意

見交換をする頻度は70-80%の自治体が週に 1回未

満であった。 
 
２，行政内関連部署との連携状況別 COVID-19

感染拡大下において校長会での対応状況 
COVID-19 感染拡大下において校長会での対応

状況について行政内関連部署との連携状況別に表

6 に示した。 

「給食がない日の子どもの昼食の担保の方法」

について議題にあがらなかったとした学校は全体

で 8 割とほとんどの学校で議題にもあがっていな

かった。「休校・学級閉鎖時の子どもの昼間の居場

所のため学校施設の提供」については約半数の学

校で議題にもあがっていなかった。対応を実践し

た自治体は 31％であった。同様に「学校が把握し

た経済的困窮家庭について、自治体関連部署・関連

組織（社会福祉協議会等）との情報共有・連携」に

ついても約半数の学校で議題にもあがらず対応を

実践した自治体は 25％であった。 
子ども・青少年への支援を行う部署、母子保健業

務を行う部署、生活困窮者・生活保護者への支援を

行う部署等との情報交換の情報・意見交換する頻

度による違いはみられなかった。 
 
Ｄ．考察 
 COVID-19 感染拡大下における食への支援を

要する子どもに対する小・中学校における支援の

実態及び栄養教諭の配置状況の違いや行政内の連

携状況により支援状況の違いがあるかを記述的に

調べた。 
朝食欠食、食への支援を要する児童・生徒への食

提供や子ども食堂など実際的な支援は小・中学校

においてほとんど実施されていなかった。関連す

る行政内部署への情報共有は、朝食欠食の児童に

関しては 1 割程度、食への支援を要する児童・生徒

に関しては、小学校で 3 割、中学校では 2 割とい

ずれも少なかった。朝食欠食、食支援に関して児

童・生徒への指導や健康だよりを通じた全体への

周知は、小学校では 3-4 割、中学校では 3-5 割であ

り、児童・生徒の課題としてとらえている学校も少

なからずあった一方で、「これまで問題になったこ

とがない」との回答も小学校で約 3 割、中学校で

4-5 割と多かった。小・中学校において、子どもの

食支援やその必要性に関する認識が不十分である

可能性が示唆された。 
本調査では、子どもの食支援の実施において、栄

養教諭有無別、行政内関連部署との連携別に違い

や特徴はみられなかった。学校における栄養教諭

の役割においては、栄養教諭による子どもへの食

育を通じて保護者の認識が変わった可能性を示唆

する報告もある[10]。一方で、経済状況などを背景
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とした食支援を要する家庭においては、子どもの

食環境を担う保護者への支援を要するなど栄養教

諭の関わりだけでは食環境の改善は困難と考えら

れる。学校内の児童生徒支援専任教員、養護教諭、

スクールソーシャルワーカー、また、学校外の行政

内母子保健や福祉関連組織など、学校内外におい

て広く連携して対応することが実際的な子どもの

食支援につながる可能性が高い。ただし、食への支

援を要する子どもへのアクセスという点において

は、学校は子ども自身を観察し交流できる唯一の

場である。学校をハブとして支援をすすめること

で、支援を要するにもかかわらず支援を受けられ

ない子どもを減らすことにつながることが考えら

れる。今よりもあと少し学校の協力を得られれば、

今ある資源を活用して子どもに支援を届ける可能

性は高くなる。例えば、子ども食堂やフードバンク

など既存の行政内の情報提供を保健だよりに掲載

したり、休校のようなイレギュラーな事態の食確

保においては保護者の SNS連絡網を用いて食の支

援が受けられる情報を伝えたりするなどである。

行政との関連部署との連携によりこれらの情報は

容易に得ることができるだろう。また、家庭への保

健・福祉支援に関しては、行政内母子保健や福祉を

担当する部署から保護者へアプローチしてもらう

ことで、子どもの食環境の改善に寄与できる可能

性がある。本調査では、子ども・青少年への支援部

署との連携は半数あったが、こうした保健・福祉面

での支援を行う母子保健、生活困窮・福祉部門との

連携状況は充分ではなく、改善の余地があると考

えられる。 
自治体調査では、COVID-19 感染に伴う休校時

の子どもの昼食確保について対応を実施した自治

体が 3 割弱存在していた一方で、校長会で議題に

もあがっていなかった自治体は 8 割と、自治体教

育委員会において、食支援の必要性に関する認識

が不十分である可能性が示唆された。行政内関連

部署との連携別に違いや特徴はみられなかった 
不適切な食事は、肥満などの子どもの健康・正常

な発達への悪影響だけではなく、低い学業成績や

不登校にも関連している[1-5, 11, 12]。こうした背

景から、例えばカナダなど欧米では、学校で朝食や

昼食などの食事を提供するプログラムが普及して

おり[13-16]、これらプログラムは、健康的な食品へ

のアクセスを改善している[17]。学校給食を毎日食

べている生徒は、そうでない生徒に比べて、果物や

野菜、食物繊維などをより多く摂取しており[18, 
19]、過体重や肥満のリスクを減らす可能性が報告

されている[20]。また、COVID-19 感染拡大時にお

いては、小児期の肥満のリスクを悪化させ、子ども

の健康格差を拡大させる可能性が指摘された[21]。 
本邦でも文科省において、食育基本法に基づき

学校における食育の推進・学校給食の充実がすす

められているが、教育の視点が主であり[22]、子ど

もの貧困対策との連携や子どもの適切な食環境の

構築や保護者を含めた家庭への食支援についての

議論や調査の実施について検討する必要性がある

かもしれない。 
本調査では、前回調査の一部地域への調査であ

り、必ずしも全国の実態を反映しているとはいえ

ない。一方で、学校調査は約半数、自治体調査では

6 割の回答率と一定の実態を示唆していると考え

られる。今後、さらに規模を拡大した実態調査を行

い、その際、食への支援の認識、阻害要因、例えば

養護教諭やスクールソーシャルワーカーなどの

個々の職種の認識不足なのか、学校内の連携が困

難なのか、行政他部署との連携が困難なのかなど、

子どもの食支援における阻害・促進要因を調査し、

メカニズムを明らかにした上で、現実的に可能な

改善の仕組みを検討する必要がある。また、栄養に

関して、学校内での要となるであろう栄養教諭の

活躍・役割の拡大や他職種との連携についても検

討の余地があると考える。 
 
Ｅ．結論 
朝食欠食、食への支援を要する児童・生徒への食

提供や子ども食堂など実際的な支援は小・中学校

においてほとんど実施されていなかった。支援に

おいて栄養教諭設置の有無別、行政内関連部署と

の連携別に違いや特徴はみられなかった。現在行

われている食育に加えて、栄養教諭や養護教諭、ス

クールソーシャルワーカーなど学校内連携をハブ

とした行政保健・福祉との連携に基づく子どもの

食支援について検討が必要である 
 
Ｆ．健康危険情報 
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 特記すべきことなし 
 
Ｇ．研究発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
なし 
 
 2. 実用新案登録 
なし 
 
 3.その他 
なし 
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表 1-1 小学校の学年別クラス数及び学年別児童数  （88 校） 

  
平均児童数(SD) 

クラス数(割合%) 
  1 クラス 2 クラス 3 クラス 4 クラス以上 

1 年生 65(36) 19(22) 32(36) 25(28) 12(14) 
2 年生 62(35) 25(28) 29(33) 23(26) 11(13) 
3 年生 65(34) 19(22) 32(37) 22(25) 14(16) 
4 年生 64(35) 22(25) 33(38) 25(29) 7(8) 
5 年生 67(38) 23(26) 28(32) 26(30) 10(11) 
6 年生 68(37) 17(20) 41(47) 19(22) 10(11) 
全校 390(209)         

SD;標準偏差 
 
 
表 1-2 中学校の学年別クラス数及び学年別生徒

数 
   (86 校) 

  平均生徒数 
(SD) 

クラス数(%) 
  1 クラス 2 クラス 3 クラス 4 クラス 5 クラス 6 クラス以上 

1 年生 124(75) 7(8) 20(23) 14(16) 14(16) 12(14) 19(22) 
2 年生 125(74) 9(10) 15(17) 16(19) 16(19) 12(14) 18(21) 
3 年生 128(79) 8(9) 15(17) 19(22) 12(14) 14(16) 18(21) 
全校 377(227)             

SD;標準偏差 
 
 
表 1-3 自治体の管轄の学校設置状況  31 自治体 

  
設置校数(SD) 

  
公立小学校 48(61) 
公立中学校 23(28) 
公立義務教育学校 1(2) 

SD;標準偏差  
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表 2 栄養教諭の配置状況   

  学校数(割合%) 
  小学校 中学校 
学校専任で配置がある 23(26) 7(8) 

地域内の複数校で共有しているが、配置はある 35(39) 21(24) 

配置はない 29(33) 57(66) 
その他 2(2) 1(1) 
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表 3-1 栄養教諭の配置別、朝食欠食児童・生徒への対応状況(小学校)    

  
対象校全体における該

当校数(割合%) 

栄養教諭の配置別学校数(割合%) 

  学校専任で配置

がある 
地域内の複数校で共有し

ているが、配置はある 配置はない その他 

学校内で朝食の提供を実施している 2(2) 0(0) 0(0) 2(100) 0(0) 
学校内で朝食を無料・低額で提供する食堂・団

体を紹介している 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を通

じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に

情報提供をしている 
13(15) 3(23) 6(46) 3(23) 1(8) 

朝食欠食がある児童・生徒がいることを把握

しているが、家庭科や給食時間における児童・

生徒への指導や健康だより等による全体への

周知にとどまっている 

49(55) 12(24) 21(43) 16(33) 0(0) 

子どもの朝食欠食についてこれまで問題にな

ったことはない 28(31) 8(29) 12(43) 7(25) 1(4) 

その他 6(7) 2(33) 0(0) 3(50) 1(17) 
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表 3-2 栄養教諭の配置別、朝食欠食児童・生徒への対応状況(中学校)    

  
対象校全体における該

当校数(割合%) 

栄養教諭の配置別学校数(割合%) 

  学校専任で配置

がある 
地域内の複数校で共有し

ているが、配置はある 配置はない その他 

学校内で朝食の提供を実施している 1(1) 0(0) 0(0) 1(100) 0(0) 
学校内で朝食を無料・低額で提供する食堂・団

体を紹介している 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を通

じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に

情報提供をしている 
7(8) 2(29) 2(29) 3(43) 0(0) 

朝食欠食がある児童・生徒がいることを把握

しているが、家庭科や給食時間における児童・

生徒への指導や健康だより等による全体への

周知にとどまっている 

46(53) 6(13) 15(33) 25(54) 0(0) 

子どもの朝食欠食についてこれまで問題にな

ったことはない 37(43) 1(3) 6(16) 29(78) 1(3) 

その他 1(1) 1(100) 0(0) 0(0) 0(0) 
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表 4-1 栄養教諭の配置別、食支援を要する児童・生徒への対応状況(小学校)   

  

対象校全体における該

当校数(割合%) 

栄養教諭の配置別学校数(割合%) 

  学校専任で配

置がある 
地域内の複数校で共有し

ているが、配置はある 配置はない その他 

学校外で無料・低額で食事を提供するこども

食堂やフードバンクなどを紹介している 2(2) 0(0) 1(50) 1(50) 0(0) 

行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を通

じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に

情報提供 
をしている 

26(29) 4(15) 9(35) 12(46) 1(4) 

家庭で適切な食事の摂取ができていない可能

性がある児童・生徒について把握しているが、

家庭科や給食時間における児童・生徒への指

導や健康だよりによる全体への周知にとどま

っている 

38(43) 11(29) 16(42) 11(29) 0(0) 

適切な食事が用意できない家庭で暮らす児

童・生徒への対応について、これまで問題にな

ったことはない 
31(35) 11(35) 13(42) 6(19) 1(3) 

その他 3(3) 0(0) 0(0) 2(67) 1(33) 
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表 4-2 栄養教諭の配置別、食支援を要する児童・生徒への対応状況（中学校）    

  
対象校全体における該

当校数(割合%) 

栄養教諭の配置別学校数(割合%) 

  学校専任で配置

がある 
地域内の複数校で共有し

ているが、配置はある 配置はない その他 

学校外で無料・低額で食事を提供するこども

食堂やフードバンクなどを紹介している 4(5) 1(25) 1(25) 2(50) 0(0) 

行政福祉部門へ(直接・または教育委員会を通

じて)当該児童・生徒の家庭への支援を目的に

情報提供 
をしている 

17(20) 2(12) 5(29) 10(59) 0(0) 

家庭で適切な食事の摂取ができていない可能

性がある児童・生徒について把握しているが、

家庭科や給食時間における児童・生徒への指

導や健康だよりによる全体への周知にとどま

っている 

27(31) 3(11) 8(30) 16(59) 0(0) 

適切な食事が用意できない家庭で暮らす児

童・生徒への対応について、これまで問題にな

ったことはない 
40(47) 2(5) 8(20) 29(73) 1(3) 

その他 4(5) 1(25) 1(25) 2(50) 0(0) 
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表 5 教育委員会(自治体)における行政内関連部署との連携状況 

  普段情報・意見交換を行っている頻度 
自治体数(32 自治体における割合%) 

  子ども・青少年への支援

を行う部署 a 
母子保健業務を行う

部署 b 

生活困窮者・生活保護

者への支援を行う部署

等 c 

ほとんど交流はない  1(3) 3(9) 3(9) 

年に 2-3 回  3(9) 5(16) 7(22) 

2-3 か月に 1-2 回  3(9) 5(16) 4(13) 

1 か月に 1-2 回 11(34) 10(31) 12(38) 

毎週 1 回 3(9) 2(6) 3(9) 

週に 2-3 回 5(16) 1(3) 1(3) 

ほぼ毎日 5(16) 3(9) 0(0) 

無回答 1(3) 3(9) 2(6) 

a;業務内容例;児童手当、ひとり親家庭支援など各種手当・助成、助産施設及び母子生活支援施設などの相談、就学援助、

児童養護・児童虐待対応 
b;業務内容例;妊産婦支援、乳幼児健康診査、産後うつ、児童虐待防止 
c;業務内容例;生活保護受給、生活困窮者支援など（社会福祉協議会などの自治体関連組織を含む） 
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表 6-1 子ども・青少年への支援を行う部署との連携状況別 COVID19 感染拡大下における校長会で

の対応状況 

給食がない日の子どもの昼食の担保の方法 
情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  14(78) 10(77) 

議題としては検討はした 2(11) 2(15) 

検討し、校長複数名から意見があった 0(0) 1(8) 

具体的な対応等を考えた 0(0) 0(0) 

対応を実践した 2(11) 0(0) 
無回答 0(0) 0(0) 

休校・学級閉鎖時の子どもの昼間の居場所のため

学校施設の提供* 

情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  8(44) 7(54) 

議題としては検討はした 3(17) 1(8) 

検討し、校長複数名から意見があった 0(0) 1(8) 

具体的な対応等を考えた 1(6) 0(0) 

対応を実践した 6(33) 4(31) 
無回答 0(0) 0(0) 

学校が把握した経済的困窮家庭について、自治体

関連部署・関連組織（社会福祉協議会等）との情報

共有・連携 

情報・意見交換を行 
っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  10(56) 6(46) 

議題としては検討はした 2(11) 2(15) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(6) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 0(0) 1(8) 

対応を実践した 4(22) 4(31) 

無回答 1(6) 0(0) 
*体育館や空き教室開放など他部署との連携を含む  
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表 6-2 母子保健業務を行う部署との連携状況別 COVID19 感染拡大下における校長会での対応状況 

給食がない日の子どもの昼食の担保の方法 
情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  18(78) 5(83) 

議題としては検討はした 3(13) 1(17) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(4) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 0(0) 0(0) 

対応を実践した 1(4) 0(0) 

無回答 0(0) 0(0) 

休校・学級閉鎖時の子どもの昼間の居場所のため

学校施設の提供* 

情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  10(43) 4(67) 

議題としては検討はした 4(17) 0(0) 

検討し、校長複数名から意見があった 0(0) 1(17) 

具体的な対応等を考えた 1(4) 0(0) 

対応を実践した 8(35) 1(17) 
無回答 0(0) 0(0) 

学校が把握した経済的困窮家庭について、自治体

関連部署・関連組織（社会福祉協議会等）との情報

共有・連携 

情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  11(48) 4(67) 

議題としては検討はした 2(9) 1(17) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(4) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 1(4) 0(0) 

対応を実践した 7(30) 1(17) 
無回答 1(4) 0(0) 
*体育館や空き教室開放など他部署との連携を含む  
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表 6-3 生活困窮者・生活保護者への支援を行う部署等との連携状況別 COVID19 感染拡大下におけ

る校長会での対応状況 

給食がない日の子どもの昼食の担保の方法 
情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  21(81) 3(75) 

議題としては検討はした 3(12) 1(25) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(4) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 0(0) 0(0) 

対応を実践した 1(4) 0(0) 
無回答   

休校・学級閉鎖時の子どもの昼間の居場所のため

学校施設の提供* 

情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  12(46) 3(75) 

議題としては検討はした 4(15) 0(0) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(4) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 1(4) 0(0) 

対応を実践した 8(31) 1(25) 
無回答   

学校が把握した経済的困窮家庭について、自治体

関連部署・関連組織（社会福祉協議会等）との情報

共有・連携 

情報・意見交換を行っている頻度 

週に 1 回未満 週に 1 回以上 

議題にはあがらなかった  14(54) 2(50) 

議題としては検討はした 2(8) 1(25) 

検討し、校長複数名から意見があった 1(4) 0(0) 

具体的な対応等を考えた 0(0) 1(25) 

対応を実践した 8(31) 0(0) 
無回答 1(4) 0(0) 
*体育館や空き教室開放など他部署との連携を含む  
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